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＼雄費配賦 本杜費配賦法 不 鉦 A■、、、 口
＼
杜に」直賦内算接課 直接費賦課 直接費・間 本揚 塩間接費配賦 接費配賦 ’、、、 小杜議
配 回
本杜部門＼霜憎i歪 原 由冗 原 と 回他 他 賦 答 計価 上 価 の 答 計
財　　　務 10 1 1 O 1 53 1385 2 8 17434 8216
経　　　理 9 ユ 1 O 1 53 14 89 3 8 17932 5216
法　　　務 9 1 1 0 2 52 13 85 3 8 17433 18 216
情報処理 8 1 2 1 9 47 12 87 4 7 17826 12 216
マーケティング 9 2 2 0 5 47 13 69 4 6 15729 30 2工6
広　　　報 8 O 2 O 5 51 14 80 4 8 17232 12 216
人事・労務 9 0 1 0 1 49 1些 93 3 8 17832 6216
企画・杜長室 9 O 1 0 1 53 1487 3 8 17634 6216



























採　用　企　業　数 42杜 32杜（採　　用　　率） （25．1％） （31．1％）




目 開発費・試験研究費 28杜 19杜（6617杜） （59．4％）





























































































































































































































務代行部 物流部 受取社内運賃　　」支払杜内運賃受敢社内電算料1支払杜欄算料 杜内運輸会杜門 電算室 杜内清報処理会杜
研究所 受取社内特許料 支払杜内特許料 杜内シンクタソク本杜の現
場サービ 財務部 受敢社内金利 支払杜内金利 社内銀行
ス部門 広告部 受取杜内広告料 支払杜内広告料 杜内広告代理店





















設定基準 設定方法 小計 合計
標準変動費法 2




禾四益基準 資本利益率加算法 2 29
その他法 5
市価法 13
市価基準 市価値引法 29 52
交渉価格法 10
合　　　計 124
　本杜部門を利益中心点とする場合には，原価基準では不十分であり，原価加
算利益基準か市価基準による必要がある。原価加算利益基準（cost　plus　proit
method）では，基礎となる原価は実際原価より標準原価がよく，加算する利
益は一定率より一定額がよい。実際原価加算一定利益率法を使用すると，原価
を浪費するほど利益額が増大L，放漫経営が招来されてしまう。これに対し
標準原価加算一定利益率法を使用すると，常に一定金額で杜内振替が行われる
ので，鍵供部門と受入部門の業績が明確に区分できるようになる。
　他方，市価基準としては，純粋市価法より市価値引法の方が秀れている。す
なわち，杜内会杜においては，杜外会杜と違って支出不要な費用（例えぱ，広
告宣伝費，販売健進費，集金費，貸倒損失等）が相当額存するので，これらを
控除しないと杜内振替価格が高すぎてしまう。それ故，市価からこれらの支出
　396
　　　　　　　　　本杜部門の原価計算・原価管理及び利益管理　　　　　　　　63
不要額を控除して杜内振替価格を算出する市価値引法が推賞される。
②多段階の利益業績の評価ツステム
　以上の杜内振替価格によって杜内会杜に，杜内売上高と杜内仕入高が計上さ
れれぽ，これに基づいて第8図のような多段階利益業績評価システムを運用す
ることが望まれる。つまり，杜外売上高が存する時は，これに杜内売上高を加
算して売上高を算定する。本杜部門においては杜外売上高が計上されることは
例外的にしか生じたいが，それでも物流部が免許を有し杜外からも輸送・保管
の委託を受ける時や・研究所が関連会杜から委託研究を依頼される時は，社外
売上高が発生する。
　　　　　　　　第8図　杜内会杜の多段階利益業績評価ツステム
　他方，杜内仕入高のほか支払変動費も発生するから，これらの仕入高を売上
高から控除すると，隈界利益がえられ，監督者の現場業績が評価できる。これ
から管理可能費を差引くと管理可能利益が明らかとなり，管翠者の管理業績が
評価できる。ここに管理可能費とば，管理可能固定費のことで，具体的には，
人件費と政策費と運営費の3穫があるが，管理方式はその何れかによって相違
する。
　この管理可能利益から専有設傭費を控除すると貢献利益が入手でき，これか
ら杜内会杜の最終業績が判明する。ここに専有設備費とは，管理不能個別固定
費のことで，当該杜内会杜が専有している土地・建物の物件費（滅価償却費，
固定資産税，保険料等）のことをいう。管理不能共通固定費である共通本杜費
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を各杜内会杜に窓意的に配賦L，杜内会杜の盗意的な純利益を計算Lても，管
理のためには役立たない。必要とあれぱ，各杜内会杜の貢献利益の合計額から，
共通本社費を一括控除Lて全杜純利益を算出L，この多寡で会杜全体の利益業
績を評価すれぱ良い。このように純利益法（net　prOit　apprOach）から貢献利
益法（contribution　margin　apProach）に利益概念を転換することが有用であ
る。
③部門毎の杜内会杜制の運用と成果
　以上の杜内会杜制は，各部門別には以下の要領で実施すると，以下の成果が
期待できる（拙稿，前掲論文，19～20頁より）。
a　資材部の場合
　工場を初め杜内各部門に原材料，消耗品，用品等の資材を払出すつど，杜内
資材売上高を計上する。この場合，実際原価加算利益法ではなく標準原価加算
利益法で振替えると，資材部が利益中心点となるので，杜内専門商社として利
益業績を評価する道が開かれる。
b　物流都の場合
　資材の輸送・保管を行うつど，市価値引法によって，物流部には受取杜内運
賃・料金を計上する傍ら，受入部門には支払杜内運賃・料金を計上する。この
揚合には，物流都は利益中心点となり，杜内運輸会杜として利益業績が評価で
きるようになる。他方，受入部門に運賃・料金が負担させられるので，運賃・
料金削減の動機づげが強いられる。さらに受入部門に忌避宣言権（right　Of
nul1i丘cation）を与え，物流部と杜外業者の何れかに委託する自由を認めると，
物流部に競争原理を導入L，市価までの原価削減が強要されるに至る。
C　電算室の場合
　アウトプット帳票を提供するつど，標準原価加算利益法によって，電算室に
受取杜内電算料を計上する。かくLて電算室は，利益中心点となり，杜内情報
処理会杜として利益業績を評価Lうるようになる。他方，受入都門に支払杜内
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電算料を計上すると，電算処理の原価意識が高まり，不要な電算処理を依頼し
なくなる。その結果，電算室の処理量が減少L，電算室の原価低滅が実現す
る。
d　研究所の場合
　研究所が開発した特許を使用するつど，研究所に受取杜内特許料を計上する
と，研究所も利益中心点となり，杜内シンクタンクとして利益業績が評価でき
るようになる。他方，工場に支払杜内特許料を計上すると，工場は杜外特許と
同様に杜内特許にもロイヤルティが支払われ，両者の比較管理が可能となる。
e　財務都の場合
　財務部は，各部署に資金を融資するつど一定の杜内金利を徴収するだげでな
く，各部署から資金の預託を受けるつど一定の杜内金利を支払う。かくLて財
務部も利益中心点となり，杜内銀行とLて利益管理が実施される。この場合に
は，r資本コストによる杜内金利制度」を導入し，資本コストの形で計算した
社内金利レートを授受することが望まLい。
f　広告部の場合
　広告部は，支店や本杜等から広告の依頼を受げるつど杜内広告料を徴収する
と，利益中心点となり杜内広告代理店として機能するようにな乱そのため，
広告費予算を支店等に保有させると，広告部は支店等のユーザーの意向に沿っ
て広告するようになる。かくして広告部のマンネリ化が打破でき，ユーザー志
向の広告宣伝が実施できるようになる。
g　不動産都の場合
　杜内の土地・建物はすべて不動産部に所属させ，減価償却費や固定資産税の
所要費用は不動産部の負担とする。他方各部署は，不動産部から土地・建物を
賃借しているものとみなし，所定の地代・家賃を不動産部に支払う。かくして
不動産部には，受取杜内地代・家賃が計上されるため，利益中心点となり，杜
内不動産会杜として利益管理することができる。このような杜内会杜制をとる
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以外には，不動産部を活性化させる遣はない。
　他方，各部門は，所定の地代・家賃表に基づき，専用面積に応じて支払杜内
地代・家賃を負担する。かくして，各部門は不動産費用を平等に負担でき，公
平な評価を受けることができる。このような杜内不動産会杜制を採用しないと，
各部署は，同一面積の土地・建物を使用している場合でも，土地・建物の取得
年度，敢得価額，減価償却法，経過年数等により，減価償却費，固定資産税，
金利等の負担カミ不平等となり，公平な独立採算制を実施することができない。
　以上のように杜内会杜制を導入し，本杜部門を“会杜の中の会杜”として利
益管理を実施すると，本杜部門を活性化L，部門長の利益意識を昂揚させるこ
とができる。
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